第１号様式（第２関係）
年度団体営土地改良事業地区別予算（　　　）配当一覧表
（単位：千円）
	事業名
	地区名
	区分
	事業主体名
	地区名
	事 　　　　業 　　　　費
	補　助　金
	備考

	
	
	
	
	
	全体
	前年度
ま　で
	本　　年　　度
	翌年度
以　降
	本 　年 　度
	

	
	
	
	
	
	
	
	当初割当
	追加割当
	調整割当
	計
	事務費
	合計
	
	国費
	県費
	合計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第２号様式（第２関係）
年度団体営災害復旧事業地区別予算（　　　）配当一覧表
（単位：千円）
	地 区番 号及 び箇 所番 号
	所 在 地及　　び地 区 名
	事　業主体名
	費　目
	工　種
	総　　　事　　　業
	前　年　 度　ま　で
	本　　　年　　　度
	翌 年 度 以 降
	工事施工の状況
	摘　要

	
	
	
	
	
	事業量
	事業費
	国　庫補助金
	補助率
	事業量
	事業費
	国　庫補助金
	事業量
	事業費
	国　庫補助金
	国庫補助金以外の財源
	事業量
	事業費
	国　庫補助金
	請負又は直営の別
	工　期
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	県　費
	市町村費
	その他
	計
	
	
	
	
	
	

	
	(　　　)
	
	工 事 費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　年　月　日
から
　年　月　日
まで
	

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(　　　)
	
	工 事 費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　年　月　日
から
　年　月　日
まで
	

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(　　　)
	
	工 事 費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　年　月　日
から
　年　月　日
まで
	

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(　　　)
	
	工 事 費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　年　月　日
から
　年　月　日
まで
	

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(　　　)
	
	工 事 費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　年　月　日
から
　年　月　日
まで
	

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第３号様式（第２関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
  岐阜県知事　　　　　　様
住　所
団体名
代表者　　氏　　　　　　名　　
年度県単独土地改良事業採択要望調書
（単位：千円）
	事　 業　 名
	事　業　細　目
	地　区　名
	事　業　内　容
	受益面積
	事　業　量
	事 業 費
	左　の　財　源　内　訳
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	県補助金
	市町村費
	そ の 他
	

	
	
	
	
	ha

	
	
	
	
	
	


（注）１　「事業名」及び「事業細目」欄は、要綱別表第１の区分により記載すること。
２　事業内容は、採択条件を判定し得る内容を記載し、説明し難いものは、別添とすること。
３　地区概要表を添付すること。
４　施行箇所を示す地図を添付すること。

第４号様式（第２関係）
年度県単独土地改良事業地区別予算（　　　）地区別割当内示・台帳
農林事務所
	工種及び
地区名
	事業主体
	事　　　業　　　量　　（ha）
	事　　　業　　　費　　（千円）
	補　　助　　金　　額　（千円）
	申請年月日
申請番号
	指令年月日
指令番号
	着書・完成
年月日
	完成検査
年月日
	補助金交付
年月日
	補助金確定
年月日

	
	
	全　体
	前年度
ま　で
	当年度
	翌年度
以　降
	全　体
	前年度
ま　で
	当年度
	翌年度
以　降
	全　体
	前年度
ま　で
	当年度
	翌年度
以　降
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日第　　号
	年　月　日第　　号
	年　月　日着手年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日
(　　　　)
	年　月　日
(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日第　　号
	年　月　日

第　　号
	年　月　日着手

年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日

(　　　　)
	年　月　日

(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日第　　号
	年　月　日第　　号
	年　月　日着手年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日
(　　　　)
	年　月　日

(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日第　　号
	年　月　日第　　号
	年　月　日着手年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日

(　　　　)
	年　月　日

(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
第　　号
	年　月　日
第　　号
	年　月　日着手

年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日
(　　　　)
	年　月　日

(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日第　　号
	年　月　日第　　号
	年　月　日着手年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日

(　　　　)
	年　月　日

(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日第　　号
	年　月　日
第　　号
	年　月　日着手年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日

(　　　　)
	年　月　日

(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
第　　号
	年　月　日
第　　号
	年　月　日着手年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日

(　　　　)
	年　月　日

(　　　　)

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年　月　日
第　　号
	年　月　日第　　号
	年　月　日着手年　月　日完成
	年　月　日
	年　月　日
(　　　　)
	年　月　日

(　　　　)


第５号様式（第２関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
岐阜県知事　　　　　　　　様
住　所
団体名
代表者　　氏　　　　　名　　
年度県単独土地改良事業変更要望調書
（単位：千円）
	順位
	事　 業　 名
	事　業　細　目
	事業主体名
	地　区　名
	受益面積
	事　業　量
	事 業 費
	変　　　更　　　理　　　由
	備　考

	
	
	
	
	
	ha

	
	
	
	



（注）１「事業名」及び「事業細目」欄は、要綱別表第１の区分により記載すること。
２　変更前を上段に（　　　）書きすること。
第６号様式（第３関係）
第　　　号　　
年　　月　　日　　
農政部長　様
農林事務所長
年度農業農村整備事業補助金（　　　事業）の交付申請について
このことについて、申請がありましたので関係書類を添えて、下記のとおり提出し　ます。
記
１　事業地区名（申請者名）
２　経費の配分及び事業計画の概要
※地区が複数ある場合は、全て記入すること。
第７号様式（第４関係）
第　　　号　　
年　　月　　日　　
農林事務所長  様
農政部長
年度農業農村整備事業補助金（　　　事業）の交付決定の通知について
このことについて、東海農政局長から別添写しのとおり通知がありましたので、
交付決定事務を進めていただくようお願いします。
記
１　事業地区名（申請者名）・国庫及び県補助金額
※地区が複数ある場合は、全て記入すること。
第７号の２様式（第４関係）
第　　　号　　
年　　月　　日　　
農林事務所長　様
農政部長
年度農業農村整備事業補助金（　　　事業）の交付決定の通知について
このことについて、下記事業へ配分を決定しましたので、交付決定事務を進めていた　　だくようお願いします。
記
１　事業地区名（申請者名）・国庫及び県補助金額
※地区が複数ある場合は、全て記入すること。
第８号様式（第４関係）
第　　　号　　
年　　月　　日　　
様
岐阜県知事　　　　　　　
年度農業農村整備事業補助金の交付決定について（通知）
年　　月　　日付け　　第　　号で申請のあった農業農村整備事業補助金（　　　　　　　事業（　　　　））については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定しましたので、同規則第７条の規定により通知します。
記
１　補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、　　　年　　月　　日付け第　　号で申請のあった　　　事業（　　地区）とし、その内容は、申請書に記載されているとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費又は補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助事業に要する経費　　　　　　　円
補助金の額　　　　　　　円
３　補助事業に要する経費の配分及び配分された経費の額に対応する補助金の区分は、申請書に記載されているとおりとする。
４　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和３１年農林省令第１８号）、土地改良事業関係補助金交付要綱（昭和３１年８月１３日付け３１農地第３９６６号農林事務次官通知）、農地防災事業等補助金交付要綱（昭和３１年８月３０日付け３１農地第４１２２号農林事務次官通知）、農地等に係る災害復旧事業費補助金交付要綱（平成１２年４月１日付け１２構改Ｄ第２８４号農林水産事務次官通知）、農山漁村振興交付金交付要綱（平成２８年４月１日付け２７農振第２３２５号農林水産事務次官通知）、農山漁村地域整備交付金交付要綱（平成２２年４月１日付け２１農振第２５６７号農林水産事務次官通知）、農山漁村６次産業化対策交付金等交付要綱（平成２３年４月１日付け２２環第２９０号）、岐阜県補助金等交付規則及び岐阜県農業農村整備事業補助金交付要綱（平成１８年４月３日付け農計第２４号農政部長通知。以下「要綱」という。）に従わなければならない。
５　交付の条件は、次の各号に掲げるところによるものとする。
(1)　この補助事業は、　　年　　月　　日までに完了しなければならない。
(2)　補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を補助事業終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。ただし、規則第２１条の規定により、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期間（大蔵省令に定めのない財産については、農林水産大臣が別に定める期間）を経過しない場合においては、財産管理台帳（要綱別記第２－２号様式）及びその他関係書類を整備し、保管しなければならない。
(3)　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従って、その効率的な運営を図らなければならない。

(4)　第２号ただし書に規定する財産については、同号ただし書に規定する期間を経過しない間は、知事の承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
(5)　補助事業者が前号により知事の承認を得て財産を処分したことにより収入があったときは、当該収入の全部又は一部を県に納付させることがある。
(6)　補助事業者は、補助事業を完了し、又は中止し、若しくは廃止した場合においては、当該補助事業により取得した工事材料その他物件が残存するときは、遅滞なく品目、数量及びその金額を知事に報告し、その指示を受けなければならない。
(7)　補助事業は、土地改良事業が土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）に基づいて行われるものである場合は、同法第１１３条の２第２項の公告のあった日（その公告において工事完了の日が示されたときは、その示された日）の属する年度の翌年度から起算して８年を経過するときまで、同法に基づかないで行われるものである場合は、当該土地改良事業に係る補助金の交付の最終年度の翌年度から起算して８年を経過するまでに当該補助事業の受益地の全部又は一部が農地以外に転用されたときは、その転用の規模が小さい場合等知事が別に定める場合を除き、次の算定方法により算定される額（知事がこれより少ない額を定めたときは、その定めた金額）に相当する額を県に返還しなければならない。

(8)　補助事業者は、間接補助事業者等に間接補助金を交付する場合には、前項及び前各号
　 の条件を付けて交付すること。
補助金返還額算定方法
	返還対象補助金の総額 ×
	転用受益地の面積
[image: image1.wmf]補　助　金　概　算　払　請　求　集　計　表

平成　　年　　月　１日現在

　　　事業名：

　　　　年　間　計　画

既　受　領　額　

今　回　請　求　額

　　　　　残　　　　高

事業の種類

事業完了

事業費

内国庫補助金

予定出来高

事業費

内国庫補助金

予定年月日

事業費

内国庫補助金

事業費

内国庫補助金

出来高

％

円

円

％

円

円

円

円

円

円

事業費

0

0

0

0

0

工事地区名

事務費

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（事業主体名）

　計

0

0

0

0

0

0

0

0

　地区

事業費

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計

事務費

0

0

0

0

0

0

0

0

　計

0

0


受益地の総面積


（注）１　農林事務所にあっては、発信者欄の「岐阜県知事」とあるのは、「農林事務所
長」と読み替える。

　　　２　記の４に記載する国の補助金（又は交付金）交付要綱名は、適用事業に応じて該当する要綱名を選択すること。

第８号の２様式（第４条関係）　削除

第９号様式（第４関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　　様
農林事務所長　　
年度農業農村整備事業補助金の交付決定について（通知）
年　　月　　日付け　　第　　号で申請のあった農業農村整備事業補助金（県単独事業（　　　　））については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、次のとおり交付することに決定しましたので、同規則第７条の規定により通知します。
記
１　補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、　　年　　月　　日付け
第　　号で申請のあった　　　事業（　　地区）とし、その内容は、申請書に記載されているとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費又は補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助事業に要する経費　　　　　　　円

補助金の額　　　　　　　円
３　補助事業に要する経費の配分及び配分された経費の額に対応する補助金の区分は、申請書に記載されているとおりとする。
４　岐阜県補助金等交付規則及び岐阜県農業農村整備事業補助金交付要綱（平成１８年４月３日付け農計第２４号）に従わなければならない。
５　交付の条件は、次の各号に掲げるところによるものとする。
(1)　この補助事業は、　　年　　月　　日までに完了しなければならない。
(2)　補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を補助事業終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。ただし、規則第２１条の規定により、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期間（大蔵省令に定めのない財産については、農林水産大臣が別に定める期間）を経過しない場合においては、財産管理台帳（要綱別記第２－２号様式）及びその他関係書類を整備し、保管しなければならない。
(3)　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従って、その効率的な運営を図らなければならない。
(4)　第２号ただし書に規定する財産については、同号ただし書に規定する期間を経過しない間は、知事の承認を受けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

(5)　補助事業者が前号により知事の承認を得て財産を処分したことにより収入があったときは、当該収入の全部又は一部を県に納付させることがある。
(6)　補助事業者は、補助事業を完了し、又は中止し、若しくは廃止した場合においては、当該補助事業により取得した工事材料その他物件が残存するときは、遅滞なく品目、数量及びその金額を知事に報告し、その指示を受けなければならない。
(7)　補助事業は、土地改良事業が土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）に基づいて行われるものである場合は、同法第１１３条の２第２項の公告のあった日（その公告において工事完了の日が示されたときは、その示された日）の属する年度の翌年度から起算して８年を経過するときまで、同法に基づかないで行われるものである場合は、当該土地改良事業に係る補助金の交付の最終年度の翌年度から起算して８年を経過するまでに当該補助事業の受益地の全部又は一部が農地以外に転用されたときは、その転用の規模が小さい場合等知事が別に定める場合を除き、次の算定方法により算定される額（知事がこれより少ない額を定めたときは、その定めた金額）に相当する額を県に返還しなければならない。
補助金返還額算定方法
	返還対象補助金の総額 ×
	転用受益地の面積
[image: image2.wmf]補　助　金　概　算　払　請　求　集　計　表

平成　　年　　月　１日現在

　　　事業名：

　　　　年　間　計　画

既　受　領　額　

今　回　請　求　額

　　　　　残　　　　高

事業の種類

事業完了

事業費

内国庫補助金

予定出来高

事業費

内国庫補助金

予定年月日

事業費

内国庫補助金

事業費

内国庫補助金

出来高

％

円

円

％

円

円

円

円

円

円

事業費

0

0

0

0

0

工事地区名

事務費

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（事業主体名）

　計

0

0

0

0

0

0

0

0

　地区

事業費

0

0

0

0

0

0

0

0

合　　計

事務費

0

0

0

0

0

0

0

0

　計

0

0


受益地の総面積


第９条の２様式（第４条関係）　削除
第１０号様式（第４関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　様
岐阜県知事　　　　　　　　　　　
年度農業農村整備事業補助金の交付決定の変更について（通知）
年　　月　　日付け　　第　　　号で申請のあった農業農村整備事業補助金（　　　　　事業（　　　　）（　　地区））の変更申請については、申請のとおりこれを承認し、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、　年　　月　　日付け　　第　　号による交付決定の記の一部を下記のとおり変更しましたので、同規則第７条の規定により通知します。
記
１　変更の対象となった事業の内容は、当該変更申請書記載のとおりとし、その他については、　　年　　月　　日付け　　第　　号による交付決定通知のとおりとする。
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
補助事業に要する経費　　　　　　　円
補助金の額　　　　　　　円
３　補助事業に要する経費の配分及び配分された経費の額に対応する補助金の額は、当該変更申請書に記載されているとおりとする。
（注）１　記の第２における「補助事業に要する経費」及び「補助金の額」は、変更前の額を上段に（　）書きすること。
２　農林事務所あっては、発信者欄の「岐阜県知事」とあるのは、「農林事務所長」と読み替える。
第１１号様式（第５関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
農政部長　様
農林事務所長　　　　　　
年度農業農村整備事業補助金（　　　事業）の変更交付申請について
このことについて、申請がありましたので関係書類を添えて、下記のとおり提出し
ます。
記
１　事業地区名（申請者名）
２　経費の配分及び事業計画の概要
３　地区別変更理由書
※地区が複数ある場合は、全て記入すること。
第１２号様式（第７関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
農政部長　様
農林事務所長　　　　　
年度農業農村整備事業補助金（　　　事業）の第　四半期概算払請求について
このことについて、請求がありましたので関係書類を添えて、下記のとおり提出し　ます。
記
１　事業地区名（申請者名）
２　補助金概算払請求集計表
※　地区が複数ある場合は、全て記入すること。
第１３号様式（第７関係）

第１４号様式（第８関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　様
岐阜県知事　　　　　　　　　　　
年度農業農村整備事業補助金の額の確定について（通知）
年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定した農業整備事業補助金（　　　　　　事業（　　　）（　　地区））については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第１４条の規定により、交付額を下記のとおり確定しましたので、通知します。
記
確定補助金額　　　　　　　　　円
（注）１　農林事務所にあっては、発信者欄の「岐阜県知事」とあるのは、「農林事務所　　　　　長」と読み替える。
第１５号様式（第８関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　様
岐阜県知事　　　　　　　　　　　
年度農業農村整備事業補助金の額の確定について（通知）
年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定した農業農村整備事業補助金（　　　　　　事業（　　　）（　　地区））については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第１４条の規定により、交付額を下記のとおり確定しましたので、通知します。
記
  確定補助金額　　　　　　　　円
	返還対象補助金の総額

	１０アール当たり補助金額

	受 益 地 の 総 面 積

	国　庫　補　助　金
	県　補　助　金
	備　　　　　考

	 　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　円
	


補助金返還額算定方法
国庫補助金（１０アール当たり）× 転用受益地の面積
県費補助金（１０アール当たり）× 転用受益地の面積
（注）１　農林事務所にあっては、発信者欄の「岐阜県知事」とあるのは、「農林事務所　　　　　長」と読み替える。
第１６号様式（第９関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
　岐阜県知事　　　　　　　様
（事業主体の長） 氏　名　  　　　　
年度農業農村整備事業関係重要物品購入計画について
標記事業に係る重要物品購入計画書を別紙のとおり作成しましたので、提出します。

（別紙）
年度農業農村整備事業関係重要物品購入計画書
	事業主体名
	

	事業名
	

	地区名
	

	施行年度
	年度 ～　　　　　年度

	総事業費
	円

	品目
	

	規格・形式
	

	数量
	

	予算額
	円

	更
新
の
場
合
の
み
記
入
	購入年月日
	年　　　月　　　日

	
	購入価格
	円

	
	次期車検日
 自動車の場
 合のみ
	

	
	更新理由

	


（注）購入の理由書を添付すること。

第１７号様式（第１１条関係）　削除

第１８号様式（第１１関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
  　　　農政部長  様
農林事務所長　　　　
年度農業農村整備事業補助金（　　　　　　事業）実績報告書
標記補助金の実績を別添のとおり報告します。
（注）国の補助金交付要綱に準じた様式を添付すること。

第１９号様式（第１１関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
農政部長　　　　様
農林事務所長　　　　
年度農業農村整備事業補助金（県単農業農村整備事業）交付状況報告書
年　　月末現在の標記補助金の交付状況を下記のとおり報告します。
記
（単位：千円）
	事　　業　　名
	事　　　業主　体　名
	地区数
	予　　算
令 達 額
	割　　当
内 示 額
	交　　付
決 定 額
	差　引
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	事業計
	
	地区
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	事業計
	
	地区
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）事業名欄は、要綱別表第１の区分により記載すること。

第２０号様式（第１１関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
農政部長　様
農林事務所長　　　　
年度農業農村整備事業補助金（県単農業農村整備事業）実績報告書
標記補助金の実績を下記のとおり報告します。
記
（単位：円）
	事　　　業　　　名
	地 区 数
	予算令達額
	精　算　額
	残　　額
	備　考

	かんがい排水事業
	
	
	
	
	

	圃　場　整　備　事　業
	
	
	
	
	

	農　道　整　備　事　業
	
	
	
	
	

	快適なふるさとづくり事業
	
	
	
	
	

	農村浄水公園等整備事業
	
	
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	


（注）１　予算令達額と精算額とが異なる場合は、その理由を備考欄に記入すること。
２　補助工事明細表を添付すること。
なお、備考欄に事業主体への補助金交付決定年月日を記入すること。

第２１号様式（第１１関係）
第　　　　号　
年　　月　　日　
農政部長　様
農林事務所長　　　　
年度農業農村整備事業補助金（　　　　　　事業）実績報告書
標記補助金の実績を別添のとおり報告します。
（注）実績報告書の写しを添付すること。

第２２号様式（第１２関係）
　　　　年度土地改良事業補助事業事務費使途計画書
第　　　号　
　　年　　月　　日　
農政部長　　様
農林事務所長　　　　　　
　標記の件につき、下記のとおり報告します。
記
１　事務費集計総括表　（別紙第２３号様式のとおり）
２　事務費内訳総括表　（別紙第２４号様式のとおり）
（注）１　変更の場合には、標記「　　　　年度土地改良事業補助事業事務費使途計画書」を「　　　　年度土地改良事業補助事業事
務費使途計画書（変更）」とする。
２　実績報告書の場合には、標記「　　　　年度土地改良事業補助事業事務費使途計画書」を「　　　　年度土地改良事業補助
事業事務費使途実績報告書」とする。
 第２３号様式：事務費集計総括表
（単位：千円）
	
	区　　　　　分
	事 業 費
	事 務 費
	事　　務　　費　　の　　財　　源
	備　考

	
	
	
	
	国　　庫
補 助 金
	都道府県費
	市町村費
	土地改良
区 等 費
	

	
	（ 団 体 営 ）
	
	
	
	
	
	
	

	
	○○事業（国の事業名）
地　区　名
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　　計
	
	
	
	
	
	
	


２３号様式：事務費集計総括表
事 務 費 経 費 の 負 担 区 分
集　計　表
（単位：千円）
	
	区　　　　　分
	事 業 費
	事 務 費
	事　　務　　費　　の　　財　　源
	備　考

	
	
	
	
	国　　庫
補 助 金
	都道府県費
	市町村費
	土地改良
区 等 費
	

	
	（　都　道　府　県　営　）
	
	
	
	
	
	
	

	
	（　　団　　体　　営　　）
	
	
	
	
	
	
	

	
	都道府県指導監督事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業主体事務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	


 第２４号様式：事務費内訳総括表
２　　団　体　分
（単位：千円）
	 
	事 業 主 体 名
事　業　名
（地　区　名）
	事　　　　　　務　　　　　 費
	計
	備　　考

	
	
	人 件 費
	旅　　費
	庁　　費
	
	

	
	
	
	
	
	うち食糧費
	
	

	
	（　市　町　村　）
	
	
	
	
	
	

	
	（市）　事業主体名
事　業　名
（地　区　名）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（町）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（村）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	
	

	
	（ 土 地 改 良 区 等 ）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　　計
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